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付注１ Spearman の偏順位相関係数 

 

 

 Spearmanの順位相関係数 (rank order correlation coefficient)は、分布などにあらかじ

め強い仮定をおかずに推計を行ういわゆるノンパラメトリック・テストの中で最もポピュ

ラーな方法の１つである。簡単な例として、試験のために勉強した時間と試験の結果と相

関関係を調べようとする場合を考える。相関係数(correlation coefficient）は単純に両者の

数値の相関（勉強に費やした時間と試験の結果）をとるのに対し、順位相関係数は、試験

のために勉強した時間の順位（勉強に費やした時間の多い人から順に 1 位、2 位、3 位……

と順位をつける）と試験の結果の順位（実際の点数が高い人から順に 1 位、2 位、3 位…・・

と順位をつける）の相関を調べるものである。具体的には、xi と yi  の順位相関係数 

（ｒｓ） は、次の式で与えられる。 

 

ｒｓ ＝１－(６・Σｄi2   / n(n2 －1)) 

（ｄi  は xi と yi 
 に与えられた順位の違いを表す） 

 

 同じ順位がある場合には、その平均値を使う。もし、同じ順位がない場合には、順位に

ついて計算した相関係数と一致する。 

 偏順位相関係数(partial rank order correlation coefficient)は、いくつかのデータの属性

を調整した上で求められた順位相関係数である。 

 

 

（参考文献） 

Freund, John (1992)“Mathematical Statistics” (Fifth Edition) Chapter 16, Prentice Hall 

Hogg, Robert and Allen Craig “Introduction to Mathematical Statistics” Chapter 11, 

Prentice Hall 
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付注２ ＩＴ化、人的資本、企業組織とＴＦＰの関係（推計方法） 

 

 

①推計結果 
推計式№  α β γ δ1 δ2 δ3 AdjR2 

(a)IT 化×人的資本 
 

係数 
(t 値) 

6.22 
(12.11) 

0.30 
(6.00) 

0.72 
(11.52) 

0.27 
(3.15) 

0.13 
(1.18) 

0.19 
(1.75) 

0.94 

(b)IT 化×企業組織 
 

係数 
(t 値) 

6.64 
(0.28) 

0.28 
(5.55) 

0.72 
(11.37) 

0.17 
(1.69) 

0.05 
(0.55) 

-0.14 
(-1.47) 

0.94 

(c)人的資本×企業組織 
 

係数 
(t 値) 

6.27 
(11.92) 

0.29 
(5.75) 

0.74 
(11.59) 

0.17 
(1.74) 

0.16 
(1.62) 

-0.11 
(-1.15) 

0.94 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）１．「ＩＴ化と企業組織・人材育成に関するアンケート」、(財)日本経済研究所「企業財務
データ」等により作成。 

    ２．推計式は以下の通り。最小二乗法で推計した。 
      lnＹ＝α＋β＊ln（Ｋ）＋γ＊ln（Ｌ）＋δ1＊ＤHH＋δ2＊ＤHL＋δ3＊ＤLH 
    ３．変数の定義は以下のとおり。 
       Ｙ：付加価値額（営業利益＋人件費＋賃借料＋租税公課＋特許使用料＋減価償却費）
         を経済活動別国内総生産の産業別デフレータにより実質化） 
       Ｋ：再調達価格ベースの資本ストック 

①ベンチマークの作成 
実質民間企業資本ストックを国民経済計算の国民純資産で除した値を各企業の
簿価（1980年度以前より上場の企業については 80年度、81年度以降上場の企
業については上場年度）に乗じてベンチマークを作成。 

        ②投資財価格ＰtIの作成 
         (a)建物及び建物付属設備：建設財WPI 
         (b)構築物：同上 
         (c)機械及び装置：輸送用機械を除く機械等投資財価格（＊） 
         (d)船舶：同上（＊） 
         (e)工具及び器具：同上（＊） 
         (f)車両及び運搬具：輸送用機械投資財価格（＊） 
          ＊については、 

(ｱ)1995年度産業連関表の固定資本マトリクスを用いて、資本財を 7種類（農
林水産物、繊維、製材・木製品、金属製品、一般機械、電気機械、輸送用
機械）に統合して、産業ごとにウエイト付けをする。 

          (ｲ)7資本財に対応するWPIを、上記の統合する材のウエイトに従って加重平
均する。この場合、輸送用機械とその他機械等との 2つに分ける。 

          (ｳ)再調達価格ベースの資本ストックＰtIＫtの作成 
           ＰtIＫt＝ＰtI・Ｋt 

           Ｋt＝（１－ε）Ｋt-1・Ｉt 
            Ｉt：有形固定資産の増加額(設備投資額)を投資財価格で実質化したもの
            ε：物理的償却率（Hayashi and Inoue, ”The Relation Between Firm 

Growth and Q with Multiple Goods, ”Econometrica, Vol.59, 
No.3(May, 1991)による資産ごとの減耗率を用いた） 

       Ｌ：期末従業員数 
       Ｄ：ダミー変数 
         各企業ごとに①ＩＴ化（1人あたりパソコン台数）、②人的資本（大学・大学院

卒者の割合）、③企業組織（フラット化の進展度合い）の指標を作成し、①及び
②は各企業ごとにこれらの指標が当該企業の属する産業の中で高いグループに
属するか、低いグループに属するか、③については「（やや）変化した」を高い
グループ、「変化なし」を低いグループとしてダミー変数を作成。 
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②低低グループのＴＦＰからの乖離の推計結果 
 高高の企業 高低の企業 低高の企業 低低の企業 
ＩＴ化×人的資本 30.4% 13.4% 20.6% 0.0% 
ＩＴ化×企業組織 19.1% 5.4% -13.0% 0.0% 
人的資本×企業組織 18.0% 17.7% -10.5% 0.0% 

（備考）各推計式で得られた係数をもとに、以下の式にて効果を算出した。 

   “高高”の企業の場合：（ｅδ1－1）×100 

   “高低”の企業の場合：（ｅδ2－1）×100 

   “低高”の企業の場合：（ｅδ3－1）×100  

 

 

 

 

 

 

 

 

    ４．1998年度の決算データを用いた。 
    ５．ここではβとγの和はほぼ 1となっている（βとγは各産業共通と仮定している）。
    ６．設備稼働率及び労働時間による調整を行っていないため、IT 化等の奏効による 
      一時的なシェア拡大の影響のかなりの部分が TFP の上昇に含まれる可能性が高い。
    ７．サンプル数：86 
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付注３ 産業別コンピュータ・ストックの推計方法 

 

 

１．推計方法 

 

 産業別コンピュータ・ストックは以下の手順により求める。まず産業別コンピュータ・

ストックを Kiとおき、これをハードウェアストック Kihとソフトウェアストック Kisに分類

する。ハードウェアストックは、「情報処理実態調査」の電子計算機費用の細分項目のうち

「減価償却費」「レンタル料」「リース料」を当該年度を含む過去 4 年間にわたって産業別

に合計したものとする。なお過去 4 年間にわたって合計するのは、いわゆるシリコンサイ

クル1に合わせて、ハードウェアを入れ替えることを想定しているためである。すなわち、t

年度のハードウェアストック Kihは次のように定義される。 

料＋リース料）減価償却費＋レンタル（∑
−

=
t

t
ihK

3

 

 

 また、ソフトウェアストック Kisは、同調査の電子計算機管理費用の細分項目のうち「ソ

フトウェア委託料2・購入費」を、ソフトウェアの償却期間等を考慮して当該年度を含む過

去 5 年間にわたり産業別に合計したものとする。すなわち、t年度のソフトウェアストック

Kisは次のように定義される。 

購入費）ソフトウェア委託料・（∑
−

=
t

t
isK

4

 

 

 次にデフレータとして、減価償却費とレンタル料については、日本銀行「物価指数月報」

の企業向けサービス価格指数のうち「電子計算機レンタル」の値を、またリース料につい

ては同「電子計算機・同関連機器リース」の値を用いた。またソフトウェア委託料・購入

費については、同「ソフトウェア開発」の値を用いる。なお、「電子計算機レンタル」「ソ

フトウェア開発」については 85 年以降しか存在しないため、それ以前については 85～98

年度の指数のトレンドをとり、利用する年度までのデフレータ値を逆算により求めた。 

 次にハードウェア・ソフトウェア両ストックを合計したものを、情報処理実態調査の産

業別総従業員数 Liで除して、当該年度の一人あたり産業別コンピュータ・ストック Rivを

求める。ただし、情報処理実態調査における回答企業数は 95 年度以降は 94 年度以前と比

                                                 
1 一般的には激烈な技術開発競争の結果、ほぼ 4～5年ごとに 1世代進んだ新製品が登場し，旧世代製品と
の代替が行われるといわれている。 
2 2000年10月に公表された 93SNA 以降は、生産のために使用するコンピュータソフトウェアのうち、受
注開発分については「無形固定資産」として新たに設備投資としてとらえられることとなった。なお「情
報処理実態調査」においては、94年度以前は「ソフトウェア委託料・購入費」として一括で計上されてい
る（95年度以降は分割計上）ため、ここでは両項目の合算値を用いた。 
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べ 2/3 程度になっているため、94 年度実績に 93～94 年度の伸び率と 95～96 年度の伸び率

平均を乗じたものを 95 年度実績とし、データの結合を行っている。 

LKKR iisihiv /)+=（  

 

 さらに、Rivの値は変動が大きいため、Rivに雇用動向調査の産業別就業者数 Lnを乗じ、

当該年度を含む過去 3 年間の移動平均をとったものを修正産業別コンピュータ・ストック

（Kin）とした。 

／３）（年度の }{
niv

t

2
in R LK

t

t ×= ∑
−

 

 

  

２．他の手法によるコンピュータ・ストック 

  

 平成 12 年度経済白書においても、総務庁「産業連関表」等を用いて情報化関連の資本ス

トック額を算出している。本ストック額は全産業での値であり、具体的にはコンピュータ

関連機器、通信関連機器、事務用機器、通信土木機器を対象としている。 

 ここで、今回のレポートの定義に合わせて、コンピュータ関連機器のみの資本ストック

額が資本ストックに占める割合を算出すると以下のとおりとなり、図表 11 の動きとほぼ近

似していることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 （年）

（％）

（備考）１．コンピュータ関連機器資本ストック／資本ストック 
    ２．資本消耗を考慮した純資本ストックベースである。 
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付注４ コンピュータ・ストックの伸び率と労働生産性伸び率の関係（産業別） 

 

 

①プールデータ 

 

（推計結果） 

 α β γ D.W. AdjR2 
係数 
(t 値) 

-0.03 
(-3.45) 

0.69 
(16.70) 

0.16 
(4.34) 

1.79 0.70 

（備考）１．経済企画庁「国民経済計算年報」「民間企業資本ストック年報」、通産省「情報 

      処理実態調査」、労働省「雇用動向調査報告」「毎月勤労統計年報」等より作成。 

    ２．推計式は以下の通り。産業別常用労働者数による加重最小二乗法で推計した。 

      ⊿Y/Y－⊿L/L＝α＋β＊（⊿Ko/Ko－⊿L/L）＋γ＊（⊿Ki/Ki－⊿L/L） 

                      ＋δ1＊D1＋δ2＊D2＋……＋δ15＊D15 

    ３．変数の定義は以下のとおり。 

     Y：付加価値額（雇用者所得＋営業余剰＋資本消耗引当を経済活動別国内総生産 

の産業別デフレータにより実質化） 

     L：産業別常用労働者数（労働時間調整済） 

     Ko：コンピュータ・ストックを除く民間企業資本ストック（稼働率調整済） 

     Ki：コンピュータ・ストック（稼働率 100とする） 

     Ｄ：産業ダミー（製造業（食料品、繊維、パルプ・紙、化学、石油・石炭、窯業・ 

       土石、一次金属・金属製品、一般機械、電気機械、輸送機械、精密機械）、建設 

       業、電気・ガス・水道・熱供給業、卸売・小売業、金融・保険業、運輸・通信業） 

    ４．推計期間：1982～98年度 

    ５．産業別ダミー係数は以下のとおり。（運輸・通信業を基準とする） 

δ1 δ2 δ3 δ4 δ5 δ6 δ7 δ8 δ9 
-0.02 
(-1.97) 

-0.03 
(-1.54) 

-0.03 
(-1.11) 

0.03 
(1.70) 

-0.03 
(-0.47) 

-0.00 
(-0.13) 

-0.00 
(-0.10) 

-0.00 
(-0.13) 

0.07 
(6.60) 

δ10 δ11 δ12 δ13 δ14 δ15 
-0.00 
(-0.25) 

-0.02 
(-1.05) 

-0.03 
(-3.01) 

-0.00 
(-0.17) 

-0.01 
(-0.69) 

0.02 
(1.38) 

 

 

 

＜参考＞類似の期間におけるマクロデータの推計 

（推計結果） 

推計式№  α β γ AdjR2 
①収穫一定型 
IT 関連ｽﾄｯｸを利用 

係数 
(t 値) 

4.70 
(25.92) 

0.47 
(29.18) 

0.09 
(3.42) 

0.99 

②収穫一定型 
 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ｽﾄｯｸを利用 

係数 
(t 値) 

5.07 
(11.37) 

0.41 
(9.23) 

0.05 
(2.26) 

0.99 

③収穫逓増型 
 IT 関連ｽﾄｯｸを利用 

係数 
(t 値) 

4.36 
(43.49) 

0.33 
(6.93) 

0.12 
(3.67) 

0.99 

③収穫逓増型 
 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ｽﾄｯｸを利用 

係数 
(t 値) 

4.84 
(12.20) 

0.37 
(5.19) 

0.04 
(1.97) 

0.99 
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（備考）１．経済企画庁「国民経済計算年報」「国富調査」「民間企業資本ストック年報」、労働
省「毎月勤労統計年報」等より作成。 

    ２．推計式は以下の通り。誤差項に系列相関があるためコクラン・オーカット法で推計し
た。 

     収穫一定型：ln（Y/L）＝α＋β＊ln（τKo/L）＋γ＊ln（Ki/τKo） 
     収穫逓増型：ln（Y/L）＝α＋β＊ln（τKo/L）＋γ＊ln（Ki） 
    ３．変数の定義は以下のとおり。 
     Y：実質 GDP 
     L：常用雇用指数×総実労働時間指数 
     τ：稼働率指数（ただし Koのうち非製造業に対しては 100） 
     Ko：IT 関連資本ストック（又はコンピュータ・ストック）を除く資本ストック 
     Ki：IT 関連資本ストック（又はコンピュータ・ストック） 
     いずれも資本消耗を考慮した純資本ストックベースである。 
    ４．推計期間：1980～99 年 
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②産業別データ 

 

（推計結果） 

産業名  α β γ D.W. AdjR2 
食料品 係数 

(t 値) 
-0.15 
(-7.60) 

0.11 
(1.09) 

0.88 
(6.82) 

2.54 0.79 

繊維 係数 
(t 値) 

-0.07 
(-2.93) 

0.77 
(3.08) 

0.20 
(0.91) 

2.05 0.72 

パルプ・紙 
 

係数 
(t 値) 

-0.06 
(-3.63) 

0.82 
(5.36) 

0.13 
(1.54) 

1.69 0.68 

化学 
 

係数 
(t 値) 

0.07 
(2.13) 

0.29 
(1.37) 

-0.14 
(-0.70) 

1.38 0.00 

石油・石炭 
 

係数 
(t 値) 

-0.06 
(-0.99) 

0.42 
(0.89) 

0.29 
(0.70) 

2.17 0.05 

窯業・土石 
 

係数 
(t 値) 

-0.02 
(-0.94) 

0.91 
(5.90) 

-0.01 
(-0.08) 

1.89 0.69 

一次金属・ 
金属製品 

係数 
(t 値) 

-0.01 
(-0.49) 

0.95 
(5.83) 

-0.10 
(-0.72) 

1.41 0.67 

一般機械 
 

係数 
(t 値) 

-0.02 
(-0.53) 

0.57 
(4.23) 

0.10 
(0.51) 

1.91 0.51 

電気機械 
 

係数 
(t 値) 

0.05 
(1.58) 

0.71 
(3.56) 

0.13 
(0.88) 

1.36 0.41 

輸送機械 
 

係数 
(t 値) 

-0.06 
(-3.50) 

0.61 
(3.01) 

0.38 
(4.23) 

1.77 0.58 

精密機械 
 

係数 
(t 値) 

0.01 
(0.50) 

0.30 
(1.83) 

-0.03 
(-0.20) 

1.61 0.09 

建設 
 

係数 
(t 値) 

-0.00 
(-0.13) 

0.96 
(3.16) 

-0.20 
(-0.71) 

0.87 0.57 

電気・ガス 
 

係数 
(t 値) 

-0.03 
(-1.19) 

0.69 
(3.63) 

0.16 
(1.07) 

1.21 0.53 

卸売・ 
小売 

係数 
(t 値) 

-0.04 
(-5.15) 

0.85 
(10.66) 

0.20 
(2.73) 

1.38 0.94 

金融・ 
保険 

係数 
(t 値) 

0.02 
(0.55) 

1.24 
(2.80) 

-0.26 
(-0.81) 

0.76 0.37 

運輸・ 
通信 

係数 
(t 値) 

0.02 
(1.04) 

0.14 
(1.04) 

-0.05 
(-0.44) 

1.82 -0.06 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）１．経済企画庁「国民経済計算年報」「民間企業資本ストック年報」、通産省「情報処理実態

調査」、労働省「雇用動向調査報告」「毎月勤労統計年報」等より作成。 

    ２．推計式は以下の通り。最小二乗法で推計した。 

      ⊿Y/Y－⊿L/L＝α＋β＊（⊿Ko/Ko－⊿L/L）＋γ＊（⊿Ki/Ki－⊿L/L） 

    ３．変数の定義は以下のとおり（①と同じ）。 

     Y：実質付加価値額 

     L：産業別常用労働者数 

     Ko：コンピュータ・ストックを除く民間企業資本ストック 

     Ki：コンピュータ・ストック 

    ４．推計期間：1982～98 年度 
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付注５ コンピュータ・ストックの伸び率とＴＦＰ伸び率の関係（産業別） 

 

 

（推計結果） 

産業名  α β γ D.W. AdjR2 
食料品 係数 

(t 値) 
-1.07 
(-0.54) 

-0.59 
(-2.76) 

0.04 
(0.33) 

0.95 0.26 

繊維 係数 
(t 値) 

7.87 
(5.40) 

-0.44 
(-1.09) 

-0.30 
(-2.22) 

1.00 0.35 

パルプ・紙 
 

係数 
(t 値) 

0.62 
(0.40) 

0.10 
(0.38) 

-0.09 
(-1.19) 

0.57 -0.03 

化学 
 

係数 
(t 値) 

3.88 
(1.34) 

0.56 
(1.62) 

-0.06 
(-0.34) 

0.44 0.04 

石油・石炭 
 

係数 
(t 値) 

-4.31 
(-2.67) 

-0.34 
(-0.88) 

0.03 
(0.35) 

2.21 -0.08 

窯業・土石 
 

係数 
(t 値) 

0.62 
(0.97) 

0.28 
(1.73) 

0.00 
(0.08) 

1.82 0.09 

一次金属・ 
金属製品 

係数 
(t 値) 

0.81 
(0.90) 

0.02 
(0.14) 

0.00 
(0.01) 

1.07 -0.14 

一般機械 
 

係数 
(t 値) 

0.44 
(0.17) 

0.46 
(1.20) 

0.06 
(0.33) 

0.38 -0.01 

電気機械 
 

係数 
(t 値) 

7.38 
(5.90) 

0.04 
(0.14) 

0.23 
(2.94) 

0.71 0.36 

輸送機械 
 

係数 
(t 値) 

-0.99 
(-2.01) 

0.56 
(4.92) 

0.09 
(2.77) 

2.01 0.73 

精密機械 
 

係数 
(t 値) 

-1.01 
(-0.91) 

-0.32 
(-1.11) 

0.38 
(4.53) 

1.42 0.55 

建設業 
 

係数 
(t 値) 

-9.52 
(-2.84) 

0.87 
(3.32) 

0.40 
(2.30) 

0.80 0.40 

電気・ガス 
 

係数 
(t 値) 

1.70 
(0.96) 

-0.13 
(-0.52) 

-0.10 
(-0.92) 

0.45 0.05 

卸売・ 
小売業 

係数 
(t 値) 

0.89 
(0.91) 

-0.04 
(-0.17) 

0.14 
(1.88) 

0.58 0.14 

金融・ 
保険業 

係数 
(t 値) 

-6.59 
(-4.64) 

0.65 
(2.35) 

0.50 
(4.64) 

0.93 0.74 

運輸・ 
通信業 

係数 
(t 値) 

-0.07 
(-0.06) 

0.50 
(3.09) 

0.04 
(0.79) 

0.95 0.34 

（備考）１．経済企画庁「国民経済計算年報」「民間企業資本ストック年報」、通産省「情報処理実態

調査」、労働省「雇用動向調査報告」「毎月勤労統計年報」等より作成。 

    ２．推計式は以下の通り。最小二乗法で推計した。 

      ⊿T/T＝α＋β＊⊿Y/Y＋γ＊⊿Ki/Ki 

    ３．変数の定義は以下のとおり。 

     ⊿T/T：産業別 TFP 伸び率（後方 5 年移動平均） 

         実質 GDP 伸び率－資本分配率×資本投入（資本ストック×稼働率）伸び率－労働 

分配率×労働投入（就業者数×総実労働時間）伸び率 

     Ｙ：実質 GDP 

     Ki：コンピュータ・ストック 

    ４．推計期間：1982～98 年度 
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参考資料１ 「ＩＴ化と企業組織・人材育成に関するアンケート」集計結果 

 

ＩＴ化と企業組織・人材育成に関するアンケート 
 
Ⅰ．はじめに御社の事業概要についてお伺いします。 

問１ 御社の主たる業務について下記項目のなかから、あてはまるものに１つ○印をおつけ下さい。 

（社数･割合） 

１．農林・水産業 ２．鉱業 ３．建設業 

４・0.8 １・0.2 ３５・7.3 

４．食料品製造業 ５．繊維工業 ６．パルブ・紙・紙加工品製造業 
２４・5 ９・1.9 ５・1.0 

７．化学工業 ８．石油製品・石炭製品製造業 ９．ゴム製品製造業 
２２・4.6 １・0.2 ４・0.8 

10．窯業・土石製品製造業 11．鉄鋼業 12．非鉄金属製造業 
９・1.9 ６・1.2 ４・0.8 

13．金属製品製造業 14．一般機械器具製造業 15．電気機械器具製造業 
１１・2.3 １５・3.1 ２５・5.2 

16．輸送用機械器具製造業 17．精密機械器具製造業 18．その他の製造業 
１７・3.2 ６・1.2 ２６・5.4 

19．電気・ガス・熱供給・水道業 20．陸・海・空運業 21．倉庫業 
４・0.8 ２０・4.1 ４・0.8 

22．電気通信業 23．卸売業 24．小売業 
－・－ ３９・8.1 ３５・7.3 

25．飲食店 26．金融・保険業 27．不動産業 

２・0.4 ３２・6.6 ４・0.8 
28．サービス業 29．その他  

７７・16.0 ２８・5.8  
 

問２ 御社の直近の決算年度における売上高・経常利益ほかをご記入下さい。 

                    （有効回答社数）        （平均値；単位：百万円） 

１．資本金 ４５５     １ ４ ２ ７ ５ 

２．売上高 ４３１    １ ５ ９ ３ ４ ７ 

３．売上原価 ３８７    １ ３ ５ ８ ７ ８ 

４．販売費及び一般管理費 ３９３     ２ ３ ８ ２ ８ 

５．経常利益 ４１３      ５ ０ ５ ８ 

６．人件費 ３７２     １ ０ ９ ０ ８ 

７．設備投資 ３５０      ８ ０ ０ ６ 

８．設備投資のうちＩＴ関連投資 ３０１       ４ ６ ２ 

（備考）１．「設備投資」とは、建物資産、有形固定資産の増分をさします。「ＩＴ関連投資」とは、
設備投資のうちのコンピュータ（汎用（大型）コンピュータ、パソコン、ワークステー
ション等）及びその周辺機機器の購入額をさします。ただしソフトウェア購入額は含み
ません。 

    ２．ご記入は右詰めでお願いします。 
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問３ 御社の従業員数をご記入下さい。 

   ①従業上の地位別                （有効回答社）    （平均値；単位：人） 

１．常用の従業員                    ４６７    １ ８ ６ ０ 

２．うち事務管理等部門における従業員          ４３４    ５ ３ １ 

３．うち研究開発部門における従業員           ３３７    １ ６ １ 

４．うち生産部門における従業員             ３８２    ６ ７ ７ 

５．派遣労働者                     ２８６     ７ ６ 

６．その他（パート、アルバイト、嘱託等）        ３６２    ２ ９ ５ 

  （備考）１．「常用雇用者」とは、期間を定めずに雇用されている者もしくは 1ヶ月を超える期間を定
めて雇われている者をいいます。 

    ２．「事務管理等部門」とは、事務、管理、営業、販売等の部門をいいます。この部門の従業
員数には、生産現場において同様の業務に従事する者を含みます。 

      ３．「生産部門」とは、財貨・サービスの生産が行われる現場、建設現場、貨物運送の現場な
どの現場をいいます。なお、この場合のサービスとは、介護サービス、宿泊サービス等
のいわゆる無形財の生産にかかわるものを意味します。 

      ４．ご記入は右詰めでお願いします。 

 

  ②職種別                     有効回答社数    （平均値；単位：人） 

１．管理職                       ４０４    １ ９ ６ 

２．事務職                       ４０２    ２ ５ ３ 

３．営業・販売職                    ３６３    ３ ７ ９ 

４．技術職（生産部門におけるスタッフ及び研究開発要員等）３０９    ２ ７ ６ 

５．熟練の生産工                    ２５９     ８ ３ 

６．未熟練の生産工                   ２３１    ３ ２ １ 

７．その他分類不能の職種                １９９     ７ １ 

  （備考）１．熟練の生産工とは、職長、班長等の生産部門においてリーダー役を果たしている非管理
職をいいます。 

      ２．ご記入は右詰めでお願いします。 
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Ⅱ．次に御社におけるＩＴ化の進展状況についてお伺いします 
問４ ＩＴ関連機器の導入状況についてお答え下さい。事務管理等部門および生産部門における関連機器
の導入状況について、あてはまるものに○印を１つずつおつけ下さい。また、全社におけるシステ
ム面からのＩＴ化の状況についてもお答え下さい。 

  ①ＩＴ関連機器の導入状況（４８２）（上段：社数、下段：割合(%)） 
事務管理等部門 生産部門  

 導入 
あり 

導入 
なし 

導入 
あり 

導入 
なし 

１．パソコン（ノート型を除く） 471 
97.7 

6 
1.2 

320 
66.4 

47 
9.8 

２．ノート型パソコン 420 
87.1 

52 
10.8 

259 
53.7 

105 
21.8 

３．ワープロ専用機 256 
53.1 

193 
40.0 

126 
26.1 

218 
45.2 

４．汎用（大型）コンピュータ 260 
53.9 

182 
37.8 

115 
23.9 

222 
46.1 

５．携帯電話・ＰＨＳ 403 
83.6 

63 
13.1 

236 
49.0 

121 
25.1 

６．うちインターネット接続可能な携帯電話（ i-mode等） 210 
43.6 

238 
49.4 

106 
22.0 

243 
50.4 

７．携帯型パソコン・モバイル端末 167 
34.6 

273 
56.6 

87 
18.0 

260 
53.9 

８．その他機器（具体的に： ） 26 
5.4 

168 
34.9 

 

17 
3.5 

139 
28.8 

 
  ②システムの導入状況（４８２）（上段：社数、下段：割合(%)） 

全 社  
 導入 

あり 
導入 
なし 

１．社内ＬＡＮ・イントラネット・電子掲示板 383 
79.5 

85 
17.6 

２．社内ＬＡＮと経営管理の統合ｼｽﾃﾑ（ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ・ﾘｿｰｽ・ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ*） 128 
26.6 

326 
67.6 

対 
社 
内 

３．ＣＡＤ／ＣＡＭ（コンピュータ利用の設計・製造加工） 222 
46.1 

230 
47.7 

１．物流関係の電子化（電子データの交換、物流ＥＤＩ*） 173 
35.9 

277 
57.5 

２．顧客管理の電子化（ＰＯＳシステム、ｶｽﾀﾏｰ･ﾘﾚｰｼｮﾝｼｯﾌﾟ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ*） 138 
28.6 

310 
64.3 

３．受発注･在庫･販売情報の共有化（ＣＡＬＳ、ｻﾌﾟﾗｲ･ﾁｪｰﾝ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ*） 

 

149 
30.9 

299 
62.0 

対 
社 
外 

４．電子商取引（企業間ＥＣ、インターネット利用の企業間情報交換）  104 
21.6 

335 
69.5 

  （備考）＊印については、別紙のＩＴ用語解説をご覧ください。 
 
問５ 通常の業務においてコンピュータ、電子メールを利用する従業員の割合をご記入下さい。 
（わかる範囲でおおよそのパーセント数字をお答え下さい。） 

  ①勤務場所別                              （平均値；単位：％） 
 事務管理等部門  生産部門 

Ｑ１．コンピュータ（パソコンを含む）の利用について 
  

 7 7  4 6 

Ｑ２．電子メールの利用について   ５ ６ 

 

 ３ ４ 

  （備考）１．ご記入はそれぞれ右詰めでお願いします。 
 



 13 
 

 

②職種別                                 （平均値；単位：％） 

管理職 管理職以外（担当者）  

技術系 
管理職 

事務系 
管理職 

事務職 
 

営業・ 
販売職 

技術職 
 

熟練・未熟 

練の生産工 
その他 

 

（Ｑ１）  ７ ９  7 8  8 1  7 2  7 3  2 8  2 6 

（Ｑ２）  6 8  6 5  6 1  5 9  6 1  1 9  2 4 

  （備考）１．Ｑ１及びＱ２は問５－①と同一です。 
      ２．技術系管理職とは生産・研究開発部門等において管理的業務を遂行している従業員、事

務系管理職とは事務・販売部門等において管理的業務を遂行している従業員をさします。 
      ３．ご記入はそれぞれ右詰めでお願いします。 

 
  ③年齢別 
                      （平均値；単位：％） 

 15～29歳 30～44歳 45～54歳 55歳以上 

（Ｑ１）  7 0  6 7  6 1  5 2 

（Ｑ２）  5 6  5 6  5 1  4 7 

  （備考）１．Ｑ１及びＱ２は問５－①と同一です。 
      ２．ご記入はそれぞれ右詰めでお願いします。 
 
問６ 事務管理等部門、生産部門の労働者に対するパソコンの設置および e-mailメールアドレスの取得状
況についてお尋ねします。派遣労働者を含む普及程度はどのくらいですか。あてはまるものに○印
を 1つずつおつけ下さい。 

  ①パソコン（ノート型パソコンを含む）           （各回答社数・割合(%)） 

 事務管理等部門 生産部門 

１．１人に一台以上設置している 226・46.9 50・10.4 

２．２～３人に一台程度設置されている 162・33.6 84・17.4 

３．４～５人に一台程度設置されている 40・8.3 52・10.8 

４．６～９人に一台程度設置されている 11・2.3 32・6.6 

５．１０人以上に一台程度設置されている 24・5.0 

 

98・20.3 

 
  ②e-mailメールアドレス 

 事務管理等部門 生産部門 

１．１に一アドレス以上取得している 192・39.8 70・14.5 

２．２～５人に一アドレス程度取得している 105・21.8 73・15.1 

３．６～２０人（部課等）に一アドレス程度取得している  72・14.9 100・20.7 

４．全社で一アドレス程度取得している 61・12.7 

 

44・9.1 
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問７ ＩＴ化が従業員全般に与えた影響についてお尋ねします。つぎの１～１６で示す項目について、コ
ンピュータ化がもたらした業務内容や勤務形態の変化が、従業員の仕事のやり方に与えた影響につ
いてあてはまるものに○印を１つずつおつけ下さい。 (各上段回答社数、下段割合(%)) 

（回答数／４８２） か 
な 

り 
増 
加 

や 
や 

増 
加 

や 
や 

減 
少 

か 
な 

り 
減 
少 

影 
響 

な 
し 

１．生産のうち専門的技能を要する業務の増減 16 
3.3 

89 
18.5 

62 
12.9 

8 
1.7 

211 
43.8 

２．モニタリング・監視業務の増減 7 
1.5 

84 
17.4 

51 
10.6 

19 
3.9 

221 
45.9 

３．モニタリング・監視業務に従事するための能力レベルの増減 12 
2.5 

93 
19.3 

44 
9.1 

10 
2.1 

221 
45.9 

４．事務･管理･販売･技術開発のうち専門的技能を要する業務の増減  24 
5.0 

142 
29.5 

113 
23.4 

16 
3.3 

143
29.7 

５．繰り返し業務（定型的な業務）の増減 15 
3.1 

44 
9.1 

155 
32.2 

158 
32.8 

74 
15.4 

６．専門性や判断を必要とする非定型的な業務の増減 17 
3.5 

111 
23.0 

73 
15.1 

13 
2.7 

226 
46.9 

７．コンピュータ機器を活用するための知識や技能の必要度の増減 162 
33.6 

243
50.4 

11 
2.3 

2 
0.4 

29 
6.0 

８．仕事における裁量性（段取りなどの決定権限）の程度 5 
1.0 

85 
17.6 

51 
10.6 

7 
1.5 

292 
60.6 

９．仕事に従事する時間帯の自由度 18 
3.7 

132 
27.4 

47 
9.8 

13 
2.7 

237 
49.2 

10．仕事に従事する場所の自由度 13 
2.7 

123 
25.5 

54 
11.2 

13 
2.7 

242
50.2 

11．業務処理のスピード 109
22.6 

230 
47.7 

49 
10.2 

30 
6.2 

39 
8.1 

12．仕事量が偏在化（偏在化した：増える） 22 
4.6 

167 
34.6 

80 
16.6 

13 
2.7 

161 
33.4 

13．手書き書類の増減 3 
0.6 

5 
1.0 

113 
23.4 

301 
62.4 

30 
6.2 

14．社内コミュニケーションの円滑化（円滑化した：増える） 45 
9.3 

215 
44.6 

33 
6.8 

6 
1.2 

149 
30.9 

15．従業員ひとりがこなす業務の範囲が拡大した 26 
5.4 

236 
49.0 

19 
3.9 

5 
1.0 

162 
33.6 

16．会議（打ち合わせを含む）の増減 8 
1.7 

49 
10.2 

92 
19.1 

17 
3.5 

283
58.7 

（備考）項目２、３のモニタリング・監視とは、生産及び研究開発現場における計器類のレベル確認
等の業務を意味します。 
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問８ ＩＴ化が企業経営に与えた効果についてお答え下さい。御社において、すでに顕在化しているＩＴ
効果について、あてはまるものに○印を１つずつおつけ下さい。(各上段回答社数、下段割合(%)) 

 
効
果
あ
り 

あ
り 
や
や
効
果 

効
果
な
し 

１．売上高、販売量が増加した 19 
3.9 

107 
22.2 

310 
64.3 

２．顧客向けのサービスが向上した 65 
13.5 

231 
47.9 

145 
30.1 

３．新規顧客が獲得できた 28 
5.8 

141 
29.3 

265 
55.0 

４．新サービス、新業務を開始することができた 51 
10.6 

150 
31.1 

232 
48.1 

５．社内情報の共有化が進んだ 169 
35.1 

219 
45.4 

62 
12.9 

６．意思決定のスピードアップが進んだ 51 
10.6 

189 
39.2 

206 
42.7 

７．業務の合理化、効率化が進んだ 124 
25.7 

274 
56.8 

55 
11.4 

８．企画力、分析力が向上した 63 
13.1 

238 
49.4 

146 
30.3 

９．組織のフラット化が進んだ 21 
4.4 

127 
26.3 

293 
60.8 

10．業務のアウトソーシングが進んだ 20 
4.1 

115 
23.9 

305 
63.3 

【その他自由意見】 
 
 

 
問９ ＩＴ化が企業経営に与える負の側面についてお答え下さい。御社において、すでに問題化している   
もの、あるいは今後懸念される事態について、あてはまるものに○印を１つずつおつけ下さい。(各
（上段回答社数、下段割合(%)) 

 
 

問
題
化 

す
で
に 

問
題
化 

将
来
的
に 

問
題
な
し 

１．いわゆる中抜き現象（中間管理職不要）による過剰雇用の顕在化 27 
5.6 

173 
35.9 

235 
48.8 

２．ＩＴ型企業とのコスト競争の激化 40 
8.3 

199 
41.3 

188 
39.0 

３．インターネット無料情報の氾濫による既存事業への打撃 14 
2.9 

108 
22.4 

305 
63.3 

４．製品サイクルの急速な変化に追いつけない 39 
8.1 

165 
34.2 

218 
45.2 

５．ＩＴ関連人材の深刻的な不足 117 
24.3 

216 
44.8 

104 
21.6 

６．社員の再教育費用の増加 78 
16.2 

211 
43.8 

150 
31.1 

７．社内における不安感の蔓延・モラルの低下 27 
5.6 

122 
25.3 

283 
58.7 

【その他自由意見】 
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Ⅲ．御社における経営組織についてお伺いします 
問１０ 管理職とそれ以外の従業員の関係についてお答え下さい。あてはまるものに○印を１つずつおつ
け下さい。(各上段回答社数、下段割合(%)) 

 従 
業 
員 
の 
み 
 

従 
業 
員 
が 
多 
い 

同 
じ 
く 
ら 
い 
 

管 
理 
職 
が 
多 
い 

管 
理 
職 
の 
み 

１．業務ペースを決めるのは誰ですか 3 
0.6 

63 
13.1 

128 
26.6 

227 
47.1 

33 
6.8 

２．業務スケジュールを決めるのは誰ですか 4 
0.8 

54 
11.2 

105 
21.8 

253 
52.5 

39 
8.1 

３．業務を従業員に割り当てるのは誰ですか 2 
0.4 

7 
1.5 

28 
5.8 

311 
64.5 

108 
22.4 

４．業務の達成方法を決めるのは誰ですか 1 
0.2 

38 
7.9 

109 
22.6 

216 
44.8 

87 
18.0 

５．生産における困難な局面を扱うのは誰ですか 2 
0.4 

22 
4.6 

116 
24.1 

223 
46.3 

46 
9.5 

６．通常業務において顧客と折衝するのは誰ですか 9 
1.9 

158 
32.8 

179 
37.1 

95 
19.7 

13 
2.7 

７．苦情、問題発生に際して顧客と折衝するのは誰ですか 2 
0.4 

52 
10.8 

143 
29.7 

213 
44.2 

44 
9.1 

 
問１１ 過去３年間において進展した経営組織の変化についてお答え下さい。変化の程度について、あて
はまるものに○印を１つずつおつけ下さい。       (各上段回答社数、下段割合(%)) 
 変 

化 
し 
た 

や 
や 
変 
化 

変 
化 
な 
し 

１．組織構造のフラット化が進んだ 49 
10.2 

142 
29.5 

252 
52.3 

２．下部組織への権限委譲が進んだ 36 
7.5 

162 
33.6 

247 
51.2 

３．最小単位のチームが大人数化した 20 
4.1 

80 
16.6 

341 
70.7 

４．最小単位のチーム内における各人の責任分担がより明確化した 33 
6.8 

156 
32.4 

253 
52.5 

５．分社化が進んだ 30 
6.2 

62 
12.9 

347 
72.0 

６．ＱＣサークルなどの従業員参加チームが増加した 19 
3.9 

60 
12.4 

360 
74.7 
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Ⅳ．ＩＴ化と従業員能力についてお伺いします 
問１２ 御社の従業員に必要とされるＩＴ能力はどのようなものでしょうか。下記のそれぞれのＩＴ能力
について、あてはまるものに○印を１つずつおつけ下さい。(各上段回答社数、下段割合(%)) 

①管理職 ②事務職 ③営業・販売職  
必
要 
や
や
必
要 

必 
要 
な 
し 

必
要 
や 
や 
必 
要 

必
要
な
し 

必
要 
や
や
必
要 

必
要
な
し 

１．システム開発力（ＳＥ能力） 43 
8.9 

138 
28.6 

261 
54.1 

50 
10.4 

173 
35.9 

225 
46.7 

24 
5.0 

114 
23.7 

270 
56.0 

２．プログラミング能力（Ｃ言語など） 18 
3.7 

77 
16.0 

345 
71.6 

42 
8.7 

111 
23.0 

290 
60.2 

19 
3.9 

64 
13.3 

321 
66.6 

３．表計算ソフト、ワープロ能力 274 
56.8 

155 
32.2 

15 
3.1 

404 
83.8 

41 
8.5 

5 
1.0 

291 
60.4 

103 
21.4 

17 
3.5 

４．社内イントラネットの使用能力 306 
63.5 

103 
21.4 

33 
6.8 

333 
69.1 

84 
17.4 

27 
5.6 

269 
55.8 

102 
21.2 

33 
6.8 

５．社外インターネットの使用能力 260 
53.9 

152 
31.5 

32 
6.6 

284 
58.9 

129 
26.8 

33 
6.8 

258 
53.5 

113 
23.4 

34 
7.1 

６．電子メールの使用能力 333 
69.1 

91 
18.9 

20 
4.1 

361 
74.9 

68 
14.1 

18 
3.7 

308 
63.9 

77 
16.0 

22 
4.6 

７．各種パッケージソフトの使用能力 117 
24.3 

242 
50.2 

83 
17.2 

230 
47.7 

182 
37.8 

35 
7.3 

142 
29.5 

198 
41.1 

66 
13.7 

８．パソコン設置・ソフトインストール能力 57 
11.8 

161 
33.4 

223 
46.3 

 

137 
28.4 

209 
43.4 

102 
21.2 

 

72 
14.9 

169 
35.1 

164 
34.0 

 
④技術職 ⑤熟練工 ⑥未熟練工  

 必
要 
や
や
必
要 

必
要
な
し 

必
要 
や
や
必
要 

必
要
な
し 

必
要 
や
や
必
要 

必
要
な
し 

１．システム開発力（ＳＥ能力） 90 
18.7 

119 
24.7 

119 
24.7 

11 
2.3 

50 
10.4 

189 
39.2 

8 
1.7 

30 
6.2 

209 
43.4 

２．プログラミング能力（Ｃ言語など） 72 
14.9 

111 
23.0 

143 
29.7 

8 
1.7 

41 
8.5 

200 
41.5 

8 
1.7 

28 
5.8 

211 
43.8 

３．表計算ソフト、ワープロ能力 239 
49.6 

72 
14.9 

18 
3.7 

78 
16.2 

109 
22.6 

65 
13.5 

54 
11.2 

106 
22 

88 
18.3 

４．社内イントラネットの使用能力 233 
48.3 

64 
13.3 

29 
6.0 

83 
17.2 

99 
20.5 

69 
14.3 

58 
12.0 

90 
18.7 

99 
20.5 

５．社外インターネットの使用能力 226 
46.9 

72 
14.9 

30 
6.2 

54 
11.2 

97 
20.1 

101 
21.0 

41 
8.5 

75 
15.6 

131 
27.2 

６．電子メールの使用能力 246 
51.0 

58 
12.0 

25 
5.2 

89 
18.5 

94 
19.5 

70 
14.5 

60 
12.4 

90 
18.7 

98 
20.3 

７．各種パッケージソフトの使用能力 168 
34.9 

112 
23.2 

47 
9.8 

36 
7.5 

98 
20.3 

118 
24.5 

25 
5.2 

80. 
16.6 

142 
29.5 

８．パソコン設置・ソフトインストール能力 130 
27.0 

119 
24.7 

78 
16.2 

 

25 
5.2 

68 
14.1 

159 
33.0 

 

20 
4.1 

53 
11.0 

174 
36.1 

 
⑦専門職  

 必
要 
や
や
必
要 

必
要
な
し 

１．システム開発力（ＳＥ能力） 138 
28.6 

94 
19.5 

74 
15.4 

２．プログラミング能力（Ｃ言語など） 121 
25.1 

84 
17.4 

101 
21.0 

３．表計算ソフト、ワープロ能力 236 
49.0 

56 
11.6 

16 
3.3 

４．社内イントラネットの使用能力 223 
46.3 

63 
13.1 

20 
4.1 

５．社外インターネットの使用能力 215 
44.6 

67 
13.9 

25 
5.2 

６．電子メールの使用能力 237 
49.2 

51 
10.6 

20 
4.1 

７各種パッケージソフトの使用能力 190 
39.4 

72 
14.9 

44 
9.1 

８．パソコン設置・ソフトインストール能力 159 
33.0 

72 
14.9 

76 
15.8 
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問１３ 御社では、今後のＩＴ化に備えて従業員のＩＴ能力をどのように高めていくのでしょうか。あて
はまるものに○印をお付けください。（○印はいくつでもＯＫ）(各回答社数・割合(%)) 

１．ＳＥ能力のある者の新卒採用 131 27.2 
２．ＳＥ能力のある者の中途採用 183 38.0 
３．従業員の自社内における集合教育訓練の実施 269 55.8 
４．従業員の外部の講習会への派遣 273 56.6 
５．従業員の個人学習に対する支援 211 43.8 
６．ＩＴ関連の業務はアウトソーシングする 141 29.3 
７．その他（具体的に：              ） 8 1.7 
８．とくに必要はない 20 4.1 

 
問１４ 御社の従業員の学歴別構成比率をご記入下さい。 
                     （有効回答社数）（平均値：単位：％） 

１．中卒者、高卒者 ３８９  4 7 
２．専門学校、高専、短大卒 ３８６  1 7 
３．大学、大学院卒 ４０２  3 8 
（備考）ご記入は右詰めでお願いします。 

 
問１５ 過去１２ヶ月間に、業務を離れて職業訓練（Off the job training）を受けた従業員の割合をご
記入下さい。 

                     （有効回答社数）（平均値：単位：％） 
業務を離れて職業訓練を受けた従業員の割合 ３８５   ９ 

（備考）ご記入は右詰めでお願いします。 
 
問１６ 従業員の雇用、昇進に際して重視される基準についてお答え下さい。各部門につき、あてはまる
ものに○印を１つずつおつけ下さい。 (各上段回答社数、下段割合(%)) 

①事務管理等部門 ②生産部門  
非
常
に
重
視 

重
視
す
る 

多
少
は
考
慮 

無
し 
全
く
無
し 

非
常
に
重
視 

重
視
す
る 

多
少
は
考
慮 

無
し 
全
く
無
し 

１．チームワーク 31 
6.4 

255 
52.9 

144 
29.9 

4 
0.8 

2 
0.4 

81 
16.8 

190 
39.4 

66 
13.7 

4 
0.8 

2 
0.4 

２．個別業務の技能 102 
21.2 

284 
58.9 

49 
102 

3 
0.6 

- 
- 

100 
20.7 

204 
42.3 

38 
7.9 

1 
0.2 

1 
0.2 

３．情報処理能力 36 
7.5 

196 
40.7 

182 
37.8 

20 
4.1 

1 
0.2 

22 
4.6 

106 
22.0 

159 
33.0 

42 
8.7 

8 
1.7 

４．社内外における交渉力 71 
14.7 

253 
52.5 

101 
21.0 

10 
2.1 

- 
- 

27 
5.6 

131 
27.2 

130 
27.0 

39 
8.1 

10 
2.1 

５．営業力 81 
16.8 

177 
36.7 

125 
25.9 

39 
8.1 

8 
1.7 

26 
5.4 

77 
16.0 

124 
25.7 

84 
17.4 

26 
5.4 

６．学歴・教育水準 5 
1.0 

40 
8.3 

227 
47.1 

120 
24.9 

45 
9.3 

 

4 
0.8 

20 
4.1 

162 
33.6 

106 
22.0 

43 
8.9 
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③研究開発部門  
非
常
に
重
視 

重
視
す
る 

多
少
は
考
慮 

無
し 
全
く
無
し 

１．チームワーク 26 
5.4 

117 
24.3 

122 
25.3 

7 
1.5 

1 
0.2 

２．個別業務の技能 137 
28.4 

125 
25.9 

10 
2.1 

2 
0.4 

1 
0.2 

３．情報処理能力 79 
16.4 

132 
27.4 

54 
11.2 

5 
1.0 

2 
0.4 

４．社内外における交渉力 26 
5.4 

130 
27.0 

98 
20.3 

11 
2.3 

5 
1.0 

５．営業力 12 
2.5 

52 
10.8 

143 
29.7 

47 
9.8 

15 
3.1 

６．学歴・教育水準 13 

2.7 

69 

14.3 

106 

22.0 

60 

12.4 

22 

4.6 

 
問１７ ＩＴ化と人事政策についてお答え下さい。以下に示す人事政策はＩＴ化と両立が可能
であると思いますか。あてはまるものに○印を１つずつおつけください。 (各上段回
答社数、下段割合(%)) 

 両 
立 
可 
能 

両 
立 
不 
能 

関 
係 
な 
い 

１．経営戦略と人事戦略のより一層の連係 323 
67.0 

11 
2.3 

84 
17.4 

２．雇用の安定、長期勤続の推奨 111 
23.0 

51 
10.6 

253 
52.5 

３．人員のスリム化 317 
65.8 

23 
4.8 

79 
16.4 

４．派遣社員・パート等の活用による雇用形態の多様化 275 
57.1 

12 
2.5 

129 
26.8 

５．人材確保や再就職面で外部労働市場を活用 255 
52.9 

15 
3.1 

144 
29.9 

６．評価・処遇の成果主義・業績主義化 262 
54.4 

19 
3.9 

135 
28.0 

７．職種・部門ごとに処遇の違いを認めるなどの人事管理の多元
化・複線化 

229 
47.5 

30 
6.2 

156 
32.4 

８．従業員に対する企業の教育・育成責任 256 
53.1 

13 
2.7 

146 
30.3 

９．幹部候補者の早期選抜・育成 176 
36.5 

20 
4.1 

220 
45.6 

10．社内公募制など社員の希望を重視した配置政策 177 
36.7 

30 
6.2 

208 
43.2 

 



 20 
 

 

Ⅴ．政府によるＩＴ関連施策についてお尋ねします 
問１８ 現在政府が取り組んでいるＩＴ関連の施策について、御社における利用の有無とそのメリットに

ついてお答え下さい。 
  ①特定情報通信機器の即時償却制度（パソコン減税） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （ア）パソコン減税の制度についてお伺いします。(各上段回答社数、下段割合(%)) 
 知っていた 知らなかった 

Ｑ．パソコン減税をご存知でしたか 364 
75.5 

95 
19.7 

 
 
                        （イ）、（ウ）へ     （エ）へ 
 （イ）1999年 4月以降に情報通信機器（上記①～⑧の機器）を購入したか、あるいは 2001 年 3 月まで
に購入する予定がある場合、以下の空欄にご記入下さい。 (各上段回答社数、下段平均金額及び
割合(%)) 

③ パソコン減税のメリット（複数回答可）…○印にて回答ください 
/364 

 ①情報通信機器 
購入金額合計 
(回答数/175) 
(回答数/150) 
（単位：百万円） 

②うちパソコン 
減税利用分 
(回答数/163) 
(回答数/134) 
（単位：百万円） 

1.減税がな
ければ購入
しなかった 

2.減税のお
かげでより
高価な機器

を購入した 

3.減税のお
かげでより
多くの機器

を購入した 

4.減税が購
入のきっか
けになった 

5.減税がな
くても購入
した 

1999 年 4 月～ 
2000 年 8月実績 

   １ ７

8 

５

0 

   １ ６

1 

３

０ 

４ 

１．１ 

６ 

１．６ 

２２ 

６．０ 

１２ 

３．３ 

１７９ 

４９．２ 

2000 年 9 月～ 
2001 年 3月予定 

   １ ５
4 
０
8 
   １ ３ 4

２ 
２ 

０．５ 
３ 
０．８ 

１７ 
４．７ 

４ 
１．１ 

１４９ 
４０．９ 

 （備考）①、②のご記入はそれぞれ右詰めでお願いします。 
 
 （ウ）上記問（イ）で２～４と回答された方にお尋ねします。パソコン減税によって増加した購入金額

はどのくらいになったかご記入下さい。 
    （単位：千円）(上段回答社数、下段平均値) 

      
３ 

 
７ 
２
８ 
７
３ 

  （備考）ご記入は右詰めでお願いします。 
 
 （エ）上記問（ア）で２を選択された方にお尋ねします。今後本制度を利用したいと思われますか。 
    (上段回答社数、下段割合(%)) 
 思う 思わない 

Ｑ．パソコン減税を利用したいと思う 95 社 66 
69.5 

19 
20.0 

 
（オ）上記問（エ）で２を選択された方にお尋ねします。なぜ本制度を利用しようとは思わないのか理
由をご記入下さい。 

【理由】 

【制度概要】 個人事業者及び法人が取得する 100万円未満のパソコン等の特定の情報通信機器につい 
       て、取得価額の全額を損金算入することができます。 
【対象税目】 所得税・法人税 
【対 象 者】 個人事業者及び法人で青色申告書を提出するもの 
【措置内容】 個人事業者及び法人が取得する 100万円未満の特定の情報通信機器について取得した事業 
       年度に全額を損金算入できる制度。 
              ＜対象となる設備＞ 

① 電子計算機②デジタル複写機③ファクシミリ④デジタル構内交換設備⑤デジタルボタン 
電話設備⑥電子ファイリング設備⑦マイクロファイル設備⑧ＩＣカード利用設備 

【適用期間】 平成１１年４月１日から平成１３年３月３１日 

千円 
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（※この部分は、中小企業の方のみを対象とした質問です。それ以外の方は、③へお進み下さい。） 
  ②中小企業投資促進税制 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  （備考）※中小企業者等とは 
      １．個人事業者  常時使用する従業員の数が 1,000 人以下の個人事業者 
      ２．法人（１）資本もしくは出資の金額が１億円以下の法人のうち次の①又は②以外の法人 

① 発行済株式の総数又は出資金額の１／２以上が同一の大規模法人（資本若しくは出資の
金額が１億円を超える法人又は資本もしくは出資を有しない法人のうち常時使用する
従業員の数が 1,000人を超える法人をいい、中小企業投資育成株式会社を除く）の所有
に属している法人。 
② 項目①のほか、その発行済株式の総数又は出資金額の２／３以上が大規模法人の所有に
属している法人。 

          （２）資本若しくは出資を有しない法人のうち常時使用する従業員の数が 1,000人以下の法人。 
      ３．その他特定の組合、連合会 
 
 （ア）中小企業投資促進税制についてお伺いします。   (上段回答社数、下段割合(%)) 
 知っていた 知らなかった 

Ｑ．中小企業投資促進税制をご存知でしたか 86 
24.9 

91 
26.4 

 
   
                            （イ）、（ウ）へ     （エ）へ 
 （イ）1998年 6 月以降に情報通信機器（上記①～⑨の機器（冷暖房機器を含む））を購入したか、ある
いは 2001年 5月までに購入する予定がある場合、以下の空欄にご記入下さい。 

                          (各上段回答社数、下段平均金額及び割合(%)) 
③中小企業投資促進税制のメリット（複数回答可）…○印にて回答下さ
い 

 ①情報通信機器 
購入金額合計 
 
 
（百万円） 

②うち中小企業投
資促進税制利用分 
 
（百万円） 

1.制度がな
ければ購入
しなかった 

2.制度のお
かげでより
高価な機器
を購入した 

3.制度のお
かげでより
多くの機器
を購入した 

4.制度が購
入のきっか
けになった 

5.制度がな
くても購入
した 

1998年 6月～ 
2000年 8月実績 
（８６） 

    ３
1 
５
3 
    ２ ８

6 
１ 
1.2 

３ 
3.5 

－ 
－ 

－ 
－ 

２４ 
27.9 

2000年 9月～ 
2001年 5月予定 
（８６） 

    ３
1 
２
3 
    ２

1 
６
2 
１ 
1.2 

２ 
2.3 

－ 
－ 

－ 
－ 

２２ 
25.6 

  （備考）①、②のご記入はそれぞれ右詰めでお願いします。 
 

【制度概要】 中小企業者等（※）が取得等をする一定の機械装置及び器具備品について、７％の税額控 
       除又は 30％の特別償却を選択適用（リース資産についても、税額控除を適用）すること 
       ができます。 
【対象税目】 所得税・法人税 
【対 象 者】 中小企業者等で青色申告書を提出するもの 
【措置内容】 中小企業者が取得する１設備 230 万円以上のすべての機械及び装置（パソコン、ファク 
       シミリ等の特定の器具及び備品については、１設備 100 万円以上もしくは 100 万円以上 
       のまとめ買い）について、30％の特別償却又は７％の税額控除が適用（税額控除について 
       は、個人事業者又は資本金が 3,000 万円以下の法人に限る）されます。ただし、７％の税 
       額控除（リースの場合は費用総額の 60％に対する７％の税額控除）の額が法人税額の 20％ 
       相当額を超える場合には、その 20％相当額が控除限度額となります。 
【対 象 物】（１）すべての機械及び装置：１設備 230 万円以上 
        （リースの場合は費用総額 300 万円以上）  
            （２）特定の器具及び備品：１設備又は同一種類の複数設備の合計 100 万円以上 
                 （リースの場合は費用総額 140 万円以上） 
       ＜対象となる設備＞ 

① 電子計算機②デジタル複写機③ファクシミリ④デジタル構内交換設備⑤デジタルボタ 
ン電話設備⑥電子ファイリング設備⑦マイクロファイル設備⑧ＩＣカード利用設備 
⑨冷房用又は暖房用機器 

【適用期間】 平成１０年６月１日から平成１３年５月３１日 

【留意事項】 パソコン減税と中小企業投資促進税制は、重複して適用することはできません。 
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（ウ）上記問（イ）で２～４と回答された方にお尋ねします。中小企業投資促進税制によって増加した
情報通信機器または冷暖房機器の購入金額はどのくらいになったかご記入下さい。 

    （単位：千円）(上段回答社数、下段平均値) 
      

５ 
 
４ 

 
８ 
４ 
６ 

  （備考）ご記入は右詰めでお願いします。 
 
（エ）上記問（ア）で２を選択された方にお尋ねします。今後情報通信機器または冷暖房機器の購入に
関し本制度を利用したいと思われますか。    (上段回答社数、下段割合(%)) 
 思う 思わない 
Ｑ．中小企業投資促進税制を利用したいと思う ９１ 63 

69.2 
10 

11.0 
 
（オ）上記問（エ）で２を選択された方にお尋ねします。なぜ本制度を利用しようとは思わないのか理
由をご記入下さい。 
【理由】 
 
 
 
 

 
③情報関連財政投融資制度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （ア）情報関連財政投融資制度についてお伺いします。(上段回答社数、下段割合(%)) 
（回答数／４８２） 知っていた 知らなかった 

Ｑ．情報関連財政投融資制度をご存知でしたか 114 
23.7 

284 
58.9 

 
 
                           （イ）、（ウ）へ      （エ）へ 
 （イ）情報関連財政投融資制度の利用状況についてお伺いします。(上段回答社数、下段割合(%)) 
（１１４） 利用したことが 

ある 
利用している 利用したことは 

ない 

Ｑ．本制度の利用実績について 3 
2.6 

1 
0.9 

107 
93.9 

  

【制度概要】 
情報経済社会の推進のために、以下の例のような低利融資制度を日本政策投資銀行、中小企業金融公庫等を通じて実施し
ています。 
（１）情報化産業基盤整備促進 
 電子計算機の安定的な流通を目的に、３社以上の共同出資会社が行うコンピュータレンタル事業に対して行うもの
です。（政策金利：2.05％、融資比率：30％） 

（２）情報化教育基盤整備促進 
 学校教育における教育用パソコンの導入を早期かつ安定的に行うため、教育向けコンピュータレンタル事業に対し
て行うものです。（政策金利：2.05％、融資比率：40％） 

（３）情報処理高度化事業 
 自社または他社の情報処理の強化または業務の省力化・合理化事業に対して行うものです。（政策金利：①安全対
策に関するもの 2.15％、②信頼性向上に関するもの 2.05％、融資比率：それぞれ 40％） 

（４）情報処理信頼性向上等整備促進事業 
 コンピュータシステムの安全対策、情報機器の信頼性等の向上促進に対して行うものです。（政策金利：2.15％、
融資比率：40％） 

（５）電子商取引関連情報処理・通信システム整備 
 電子商取引の早期実用化を推進するため、認証事業や安全対策事業等の情報処理・通信システム整備に対して行う
ものです。（政策金利：2.05％、融資比率：40％） 

 
※上記金利水準は 2000 年 6 月 14 日現在のものであり、市場の動向によって変動する可能性があります。 

千円 
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（ウ）上記問（イ）で３を選択された方にお尋ねします。なぜ本制度を利用しなかったのか理由をご記入
下さい。 

【理由】 
 
 
 
 

 
 （エ）上記問（ア）で２を選択された方にお尋ねします。今後本制度を利用したいと思われますか。 

(上段回答社数、下段割合(%)) 
（２８４） 利用したいと 

思う 
利用したいとは 
思わない 

Ｑ．今後の本制度の利用について 131 
46.1 

118 
41.5 

 
 （オ）上記問（エ）で２を選択された方にお尋ねします。なぜ利用しようとは思わないのか理由をご記
入下さい。 
【理由】 
 
 
 
 

 
 
問１９ 今後政府が取り組んでいくべきＩＴ施策について、御社において優先的に実施して欲しいと思う
ものに○印をつけてください（○印は３つまで）（回答数／４８２）（有効回答社数・割合(%)） 

１．電話（通信）料金の引き下げ 388 
 

80.5 

２．光ファイバー網の整備などによる通信速度の高速化 273 
 

56.6 

３．ＩＴ関連機器に対する税制の優遇、低利融資 152 
 

31.5 

４．ＩＴ関連の職業訓練に対する助成 89 
 

18.5 

５．電子政府の実現（情報提供・電子調達・電子入札等） 87 
 

18.0 

６．ＩＴ関連のセキュリティ向上のためのルールづくり（電子認証等） 218 
 

45.2 

７．学校教育におけるＩＴ化                     57 
 

11.8 

８．ＳＯＨＯ等ＩＴの特性を生かしたベンチャー事業に対する助成    11 
 

2.3 

９．特に必要なし 8 
 

1.7 
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問２０ 現在の日本企業では、1980 年代には賞賛されていた日本型経営システムを見直すべきとの議論が
あります。以下に示す日本型経営システムの存続、見直しにおいてＩＴ技術が果たすことができ
る役割について、あてはまるものに○印を１つずつおつけ下さい。 

(482) 
 

非 
常 
に 
高 
い 

や 
や 
高 
い 

普 
通 
や 
や 
低 
い 
 

非 
常 
に 
低 
い 

１．職場のインフォーマル情報のＩＴ技術による代替の可能性 35 
7.3 

148 
30.7 

113 
23.4 

74 
15.4 

43 
8.9 

２．ゼネラリストの役割（調整能力）のＩＴ技術による代替の可
能性 

12 
2.5 

102 
21.2 

172 
35.7 

94 
19.5 

32 
6.6 

３．ＩＴ技術による業務ノウハウ、生産技能の伝承の可能性 70 
14.5 

205 
42.5 

91 
18.9 

33 
6.8 

13 
2.7 

４．ＩＴ技術による仲間意識・チーム意識の醸成の可能性 14 
2.9 

93 
19.3 

176 
36.5 

99 
20.5 

30 
6.2 

５．専門的業務・ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ職の増加に際してのＩＴ技術の必要
性 

112 
23.2 

207 
42.9 

73 
15.1 

15 
3.1 

5 
1.0 

６．給与体系の年俸制化におけるＩＴ技術の必要性 16 
3.3 

130 
27.0 

164 
34.0 

77 
16.0 

26 
5.4 

７．組織のフラット化、管理職数の削減におけるＩＴ技術の必要
性 

70 
14.5 

179 
37.1 

129 
26.8 

24 
5.0 

9 
1.9 

８．フレキシブル生産システムの強化におけるＩＴ技術の必要性 101 
21.0 

160 
33.2 

105 
21.8 

15 
3.1 

4 
08 

９．業務プロセスの見直しにおけるＩＴ技術の必要性 142 
29.5 

192 
39.8 

66 
13.7 

11 
2.3 

5 
1.0 

10．アウトソーシングの強化におけるＩＴ技術の必要性 91 
18.9 

184 
38.2 

102 
21.2 

25 
5.2 

8 
1.7 

11．グローバル経営、国際化におけるＩＴ技術の必要性 165 
34.2 

170 
35.3 

58 
12.0 

10 
2.1 

5 
1.0 

12．経費節減におけるＩＴ技術の必要性 100 
20.7 

199 
41.3 

98 
20.3 

13 
2.7 

5 
1.0 

 
 
問２１ （自由意見）ＩＴ化と企業組織、従業員の育成、政府が今後採るべき政策等に関連してご意見が
ございましたら、ご自由にお書き下さい。 
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（アンケート対象及び調査期間について） 

１．アンケート対象 

 ①一部・二部上場企業  全数 

 ②従業員数 50～99 人  750 社 

 ③従業員数 100～299 人  750 社 

 ④従業員数 300 人以上  1000 社 

 

２．抽出方法 

 一部・二部上場企業については全数、それ以外は㈱帝国データバンクの企業データを基

に従業員数別に系統抽出法により抽出を行った。アンケート票を送付した企業の地域別割

合は、首都圏 44％、近畿圏 18％、その他 38％となっている。 

 

３．調査期間 

 平成 12 年 9 月～10 月 

 

 

（ＩＴ用語解説） 

 

用   語 解   説 
汎用コンピュータ 
(General Purpose 
       Computer) 
 

 事務処理から技術計算まで多目的に使用することを目的と
して設計されたコンピュータ。スーパーコンピュータのよう
に複雑な計算を高速で処理するような能力の代わりに、多数
の情報を処理する能力に主眼を置いて設計されている。主と
して企業の事務処理用として使用され、小型機から超大型機
までシリーズ化されていることが多い。メインフレームと呼
ばれることもある。 

ワークステーション 
(Workstation) 
 
 

 オフィスのデスクトップで高度な処理能力を求められる事
務処理や技術計算に利用されるコンピュータ。略称はWS。多
くの場合、RISC（縮小命令セット・コンピュータ）プロセッ
サを搭載し、OSにUNIXを使用した小型コンピュータを指す場
合が多い。 

ＬＡＮ 
(Local Area Network) 
 
 
 

 同一建物内、あるいは同一敷地内などの比較的狭い地域に
分散設置された各種コンピュータを結び、様々なサービスを
実現するシステムの総称。1980年初期に普及が始まった。1990
年代前半のダウンサイジング・ブーム以降は、クライアント・
サーバー型システムをベースとしたパソコンLANが主流とな
っている。 

イントラネット 
(Intranet) 
 

 インターネットの技術やインフラを使って、企業などの組
織内でコンピュータ・ネットワークを構築し、情報の共有化
などを行うことを目的としたシステムのこと。 
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用   語 解   説 
統合業務パッケージ 
(Enterprise Resource 
   Planning Package) 
 
 

 ERPパッケージとは、生産管理、会計、販売管理、人事・給
与など業種に問わず共通的な業務を、一つのデータベースで
統合したパッケージ・ソフトを指す。以前は、統合業務パッ
ケージと呼んでいたが、近年それをERP（Enterprise Resource 
Planning）パッケージと呼ぶようになった。ERPを簡潔に説明
すると、「企業内の業務の情報を横断的に把握し、経営資源の
最適化を計画する」ことである。これにより、経営判断に必
要な管理会計の情報をリアルタイムで得られるようになる。 

ＣＡＤ 
(Computer Aided Design) 
 
 

 コンピュータによる設計支援。機械設計や建築設計、回路
設計などで、設計図などの作成作業をコンピュータを利用し
て行うこと。CADソフトウエアに加え、グラフィックス機能の
高いワークステーション、高解像度のグラフィックス・ディ
スプレイや、図面出力のためのプロッタなどのハードウエア
も必要とする。 

ＣＡＭ 
(Computer Aided 
     Manufacturing) 
 

 コンピュータを利用して製造作業を行うこと。通常CADシス
テムと組み合わせて使用し、CADで得られた設計情報に製造工
程情報を加えて製造業務全体のシステム化を行う。組み立て
の自動化も同時に行う。CAMは小規模の製造業務からロボット
などを利用した大規模なものまで、様々な範囲で適用される。 
 また、コンピュータだけではなく、製造過程で必要となる
特殊な装置もCAMの範囲としてとらえることが多い。 

ＥＤＩ 
(Electronic Data 
      Interchange) 
 
 

 主に企業対企業の商取引や決済処理などの情報を、ネット
ワークを介して交換すること。取引先企業とオンラインで接
続し、受発注や決済などの処理を電子的に行う。金融システ
ムのオンライン化に伴い、キャッシュレス取引を実現する。
日本では通商産業省が主導して、1992年に「EDI推進協議会」
が設立された。 

ＰＯＳ 
(Point of Sales) 
 
 

 販売時点情報管理。流通業などで取引が行われた時点での
情報を管理する仕組み。POSシステムなどを用いて、商品名や
価格、顧客情報などのデータを即時に入力して処理する方式
のこと。 
 例えばバー・コードをスキャナで読み取ることにより、詳
細な商品情報の入力も可能である。こうして得た情報を、販
売管理、在庫管理、仕入管理などに使用する。 

ＣＲＭ 
(Customer Relationship 
      Management) 
 
 

 顧客関係管理などと訳しているが、統一された用語はまだ
ない。既存の基幹業務システムをバックオフィス・システム
と位置付け、これに対比させてフロントオフィス・システム、
フロントオフィス・ソリューションなどと呼んでいるベンダ
ーもある。SFA（Sales Force Automation）の概念をさらに拡
張して、顧客と接する機会のあるすべての部門で顧客情報と
コンタクト履歴を共有・管理し、どのような問い合わせがあ
っても常に最適な対応ができるようにしようという概念。 
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用   語 解   説 
ＣＡＬＳ 
(Commerce at Light Speed) 
 
 
 

 CALSは最初、米国防総省の兵たん支援のための情報システムとし
て構築された。通商産業省では、CALSを「生産／調達／運用支援統
合情報システム」と定義している。 
 具体的には、部門間、企業間で、技術情報や取引情報をデジタル
化したままやりとりしたり、開発／設計、調達から保守／運用まで
関連するすべての部門、企業がインタラクティブに情報をやりとり
したりすることにより、生産性の向上とコスト削減を図るためのシ
ステムを指す。 

サプライチェーン・マネジメ
ント 
(Supply Chain 
      Management) 
 

 サプライチェーン・マネジメントとは、部品供給会社（サプライ
ヤー）から製造会社、卸や小売りなど顧客に至るまでのサプライチ
ェーン全体をネットワークで結びつけ、生産や在庫、購買、販売、
物流などすべての情報をリアルタイムに交換することで、チェーン
全体の効率を大幅に向上させる経営手法である。複数の企業や組織
の壁を超え、一つのビジネス・プロセスとして経営資源や情報を共
有し、チェーン全体の最適化を目指してプロセスの無駄を徹底的に
削減していくことを狙いとしている。 

ＥＣ 
(Electronic Commerce) 
 

 電子商取引（EC）はインターネットなどのオープンなネットワー
ク環境において、電子的に、取引から資金決済まで同時に処理する
システム。個人と企業、企業と企業の間の商取引や決済などを電子
化して行う。技術力とリーダーシップがあれば、個人でも大企業と
パートナを組み、あるいは個人や中小企業が連携し、大企業を凌ぐ
ようなビジネスを展開することが可能となる。 
 しかし、大きな資金が動く本格的な企業取引を行うために、相手
の信用チェックをどのように行うか、資金決済と物流をどのような
仕組みで合致させるか、などといった課題も多い。セキュリティな
どの技術面や制度面からの検証が進められている。 

ＳＯＨＯ 
(Small Office Home Office) 
 
 

 SOHOとは、「スモール・オフィス」と「ホーム・オフィス」のこと
を指す。しかし、空間的なビジネス形態としての意味だけではなく、
新しいビジネスの在り方としての側面が強くなっている。 

（備考）日経 BP 社「デジタル大事典 2000-2001 年版」等より作成。 
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参考資料２ コンピュータ・ストックの伸び率と労働生産性・ＴＦＰ伸び率の関係 

（産業別・図示） 

①機械製造業以外の製造業１ 

（ア）コンピュータ・ストックと労働生産性の伸び率の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）コンピュータ・ストックとＴＦＰの伸び率の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）１．経済企画庁「国民経済計算年報」、通産省「情報処理実態調査」、労働省 
      「雇用動向調査報告」等より作成。 
    ２．算出方法は以下のとおり。 

(1)コンピュータ・ストック：詳細付注 3参照。 
(2)労働生産性：雇用者所得＋営業余剰＋資本消耗引当（各産業別実質値）を 
       産業別常用労働者数で除したものを後方 3年移動平均。 
(3)TFP：詳細付注 5参照。 
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②機械製品製造業以外の製造業２ 

（ア）コンピュータ・ストックと労働生産性の伸び率の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）コンピュータ・ストックとＴＦＰの伸び率の関係 
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（備考）１．経済企画庁「国民経済計算年報」、通産省「情報処理実態調査」、労働省 
      「雇用動向調査報告」等より作成。 
    ２．算出方法は以下のとおり。 

(3)コンピュータ・ストック：詳細付注 3参照。 
(4)労働生産性：雇用者所得＋営業余剰＋資本消耗引当（各産業別実質値）を 
       産業別常用労働者数で除したものを後方 3年移動平均。 
(3)TFP：詳細付注 5参照。 
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③機械製品製造業 

（ア）コンピュータ・ストックと労働生産性の伸び率の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）コンピュータ・ストックとＴＦＰの伸び率の関係 
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（備考）１．経済企画庁「国民経済計算年報」、通産省「情報処理実態調査」、労働省 
      「雇用動向調査報告」等より作成。 
    ２．算出方法は以下のとおり。 

(5)コンピュータ・ストック：詳細付注 3参照。 
(6)労働生産性：雇用者所得＋営業余剰＋資本消耗引当（各産業別実質値）を 
       産業別常用労働者数で除したものを後方 3年移動平均。 
(3)TFP：詳細付注 5参照。 



 31 
 

 

 

 

④非製造業 

（ア）コンピュータ・ストックと労働生産性の伸び率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）コンピュータ・ストックと労働生産性の伸び率 
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（備考）１．経済企画庁「国民経済計算年報」、通産省「情報処理実態調査」、労働省 
      「雇用動向調査報告」等より作成。 
    ２．算出方法は以下のとおり。 

(7)コンピュータ・ストック：詳細付注 3参照。 
(8)労働生産性：雇用者所得＋営業余剰＋資本消耗引当（各産業別実質値）を 
       産業別常用労働者数で除したものを後方 3年移動平均。 
(3)TFP：詳細付注 5参照。 
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付注ア パソコン減税等の購入促進効果の推計方法について 

 

 

１．前提 

 ＩＴ関連優遇税制の経済効果については、大企業、中小企業に分けて算出した。具体的

には、以下の政策メリットに関する質問箇所のうち、1（ただし 2、3、4 とのマルチ回答を

含む）を選択した場合は、「情報通信機器の購入金額」を購入促進効果とし、2、3，4 を選

択した場合は、別で回答している「政策により増加した購入金額」分を購入促進効果とす

る。 

 【質問の選択肢】 

 １．減税がなければ購入しなかった 

 ２．減税のおかげでより高価な機器を購入した 

 ３．減税のおかげでより多くの機器を購入した 

 ４．減税が購入のきっかけになった 

 ５．減税がなくても購入した 

 

２．推計結果 

（１）パソコン減税 

①大企業                       
 分類 効果金額 税制利用 

1社当り金額 
調査回答 

1社当り金額 
 
Ａ 
パソコン減税がなければ購入しなかった
とするもの 
（但し、2、3、4とのマルチ回答を含む） 

 
0.00百万円 
（0%） 

 
Ｂ 
上記以外で 2、3、4 のいずれか 1つ以上
に○印のあるもの 
 

 
34.50百万円 
（3%） 

0.82百万円 0.12百万円 

（備考）１．資本金が 1 億円「超」の企業を大企業と定義した。 
    ２．（ ）内は各社のパソコン減税利用分に占める割合である。 

 

②中小企業           
 分類 効果金額 税制利用 

1社当り金額 
調査回答 

1社当り金額 
 
Ａ 
パソコン減税がなければ購入しなかった
とするもの 
（但し、2、3、4とのマルチ回答を含む） 

 
13.00百万円 
（5%） 

 
Ｂ 
上記以外で 2、3、4 のいずれか 1 つ以上
に○印のあるもの 
 

 
58.60百万円 
（22%） 

1.79百万円 0.45百万円 

（備考）１．資本金が 1 億円以下の企業を中小企業と定義した。 
    ２．（ ）内は各社のパソコン減税利用分に占める割合である。 
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（２）中小企業投資促進税制 

①中小企業            
 分類 効果金額 税制利用 

1社当り金額 
調査回答 

1社当り金額 
 
Ａ 
中小企業投資促進税制がなければ購入し
なかったとするもの 
（但し、2、3、4とのマルチ回答を含む） 

 
3.00百万円 
（2%） 

 
Ｂ 
上記以外で 2、3、4 のいずれか 1 つ以上
に○印のあるもの 
 

 
19.90万円 
（12%） 

2.09百万円 0.14百万円 

（備考）１．資本金が 1 億円以下の企業を中小企業と定義した。 
    ２．（ ）内は各社の中小企業投資促進減税利用分に占める割合である。 
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参考資料ア ＩＴ振興に関する政府の取り組み・平成 12 年度におけるＩＴ関連優遇税制 

 

①ＩＴ振興に関する政府の取り組み 

検討課題項目     これまでの取組 
1.日本独自の IT 国家戦略
の構築 
 

・今後の IT 技術の展望 
・日本独自の IT 国家戦略の検討 

高度情報通信社会推進本部において
基本方針（平成 7 年、10 年）及びア
クションプラン（平成 11 年）を策定 

2.電子商取引を促進する
ための規制改革等諸制度
の総点検、新たなルールづ
くり 
 
 
 
 
 
 
 

(1)ネット上の取引・事業を制約する制
度（書面交付の義務付け、対面・事務
所の設置等）等 IT 革命の阻害要因の総
点検と早急な見直し  
 
(2)電子商取引及びコンテンツ等情報
財取引の特質に応じたルールの整備  
・契約成立時期等電子契約ルール 
・ネット上の情報仲介ビジネスの責任    
 ルール 
 

・ネット上の取引・事業を制約する制
度（例：書面・対面での取引義務付け、
事務所の設置等）等 IT 革命の阻害要
因の総点検と早急な見直しについて、
関係省庁により総点検作業を実施中  
（本年 7月；第 1回 IT 戦略会議・IT
戦略本部合同会議）  
・規制改革委員会は、本年7月に本年
度の論点を公開。IT 関連部分につい 
て、IT 戦略会議と連携し、関連の諸
課題の検討に着手。 

3.電子政府の実現 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(1)電子政府の早期実現による行政サ
ービスの向上 
・申請・届出等手続の電子化、ワンス
トップサービス、調達手続の電子化等
の推進（IC カードを含む）  
・手続の電子化に伴う手続法制の整備 
(2)電子自治体の推進による行政サー
ビスの向上 
・情報通信基盤の整備、総合行政ネッ
トワークの構築、電子認証システムの
整備等 

○「申請・届出等手続の電子化推進の
ための基本的枠組み」（平成 12 年 3 
月） 
・国民と政府との間の全ての手続を、
原則として、平成 15 年度までに、イ
ンターネットを利用して行い得る制
度、システムを整備。併せて安全性・
信頼性の確保 
・共通基盤となる制度・システムの整
備及び個別手続のオンライン化を年
次計画に沿って実施  
・平成 15 年度までの年次別の計画を
明らかにした省庁別アクション・プラ
ン策定中  
○ミレニアム・プロジェクト「電子政
府の実現」（平成 11 年）の推進  
・政府認証基盤の整備  
・共通基盤技術開発（2003 年度目標） 
・申請・届出等手続の電子化  
・地方公共団体の情報化を先導する 
ための取り組み 
○政府調達（公共事業を除く）手続に
ついて、2005 年度までに、インター
ネット技術を活用した電子入札・開札
の導入  
・政府調達（公共事業を除く）情報の
統合データベースの構築（2000 年度） 
・資格審査統一基準に基づく資格審 
査の実施（2000 年度）  
・インターネット技術を活用した電 
子入札・開札の導入（2005 年度） 
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検討課題項目     これまでの取組 
(1)学校教育の情報化  
・インターネット接続、コンピュータ
整備、教育用コンテンツ開発等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ミレニアム・プロジェクト「教育の
情報化」（平成 11 年）の推進 
・2001 年度までに、全ての公立小中
高等学校等がインターネットに接続
でき、全ての公立学校教員がコンピュ
ータの活用能力を身につけられるよ
うにする。 
・2005 年度を目標に、全ての小中高
等学校等からインターネットにアク
セスでき、全ての学級のあらゆる授業
において教員及び生徒がコンピュー
タを活用できる環境を整備する。 
・公立学校のコンピュータ整備・イン
ターネット接続等 
・公立学校の校内 LAN の整備  
・私立学校のコンピュータの整備等                
・教員研修の実施  
・学校教育用コンテンツの開発 
○高等教育における情報化の推進  
・大学等におけるコンピュータ整備・
学内 LAN の整備等  
・衛星通信を活用した遠隔教育等の 
実施  
・IT 人材の育成等情報教育の推進 

4.情報リテラシーの向上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2)国民の情報リテラシーの向上・生涯
学習、誰でも使いやすい技術・機器の
開発 

○生涯学習分野の情報化の推進 
・生涯学習審議会が「中間まとめ」（本
年 6月）において提言 

(1)民間の知恵を総動員した技術力の
向上 
・産学官共同開発、競争的資金 
 

○「IT21（情報通信技術 21 世紀計画）」
プロジェクト（ミレニアム・プロジェ
クト）の推進 
・2005 年度までに、全ての国民が場
所を問わず超高速のインターネット
を自由自在に活用して、自分の望む情
報の入手・処理・発信を安全・迅速・
簡単に行えるインターネット＆コン
ピューティング環境を創造する。 

(2)通信サービスの低廉化や利便性向
上のための情報通信インフラの整備 
・情報通信インフラの整備  
・多様な情報通信技術の展開を踏まえ 
 た競争環境の整備 
・線路敷設権問題 
 
 
 

・光ファイバー網等の整備を政策的に
支援 
・IT 革命を推進するための電気通信
事業における競争政策の在り方につ
いて電気通信審議会に諮問（本年 7
月） 
・線路敷設権関係省庁による連絡会議
等を設置し、線路敷設権に係る検討を
行っているところ 

5.情報通信インフラ、ハー
ド/ソフトの整備・促進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(3)通信・放送の融合化に対応した制度
の整備 
 

・「通信・放送融合時代の情報通信政
策の在り方に関する懇談会」での検討
を開始（本年６月） 
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検討課題項目     これまでの取組 
5.情報通信インフラ、ハー
ド/ソフトの整備・促進 

(4)情報通信分野における共通基盤の
整備（ITS、GIS 等） 
 

・ITS 関係五省庁連絡会議を設置し
（平成 5 年）、「高度道路交通システ
ム（ITS）推進に関する全体構想」の
策定（平成 8年）など、ITS に係る検
討を行っているところ 
・地理情報システム（GIS）関係省庁
連絡会議（平成 8 年）、GIS 官民推進
協議会（平成 11 年）を設置し、GIS
に係る検討を行っているところ 

(1)知的財産権保護（ドメインネーム、
著作権管理、ビジネスモデル特許問題
等） 

○電子商取引や電子政府を推進する
ための制度基盤の整備 
・電子署名及び認証業務に関する法律
を制定し（本年 5月）、認証ビジネス
に関する法的基盤を整備 
・業登記法を改正し（本年 4月）、商
業登記に基礎を置く認証システム（法
人及び法人の代表者等について電子
的に証明）を整備 

(2)個人情報保護 ○個人情報保護の検討体制の整備 
・高度情報通信社会推進本部（現在の
IT 戦略本部）の下に、有識者からな
る個人情報保護検討部会及び個人情
報保護法制化専門委員会を設置 
・個人情報保護システムの中核となる
基本原則等を確立するため、全分野を
包括する基本法を検討中（来年の次期
通常国会への法案提出を目標） 

(3)情報セキュリティ ○情報セキュリティの推進体制の整
備 
・不正アクセス行為の禁止等に関する
法律を制定（昨年 8月） 
・高度情報通信社会推進本部（現在の
IT 戦略本部）の下に、有識者からな
る情報セキュリティ部会、各省庁の局
長クラスからなる情報セキュリティ
対策推進会議を設置 
「ハッカー対策等の基盤整備に係る
行動計画」（本年 1月）、「情報セキュ
リティポリシーに関するガイドライ
ン」（本年 7月）を策定 

6. 電子商取引を支える制
度基盤の整備 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）人材育成、人材確保 
 

 
 

（備考）情報通信技術（IT）戦略本部公表資料より作成。 
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②平成 12 年度における政府による IT 関連優遇税制（例） 
 項 目 内 容 

 
 
 
 
1 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
不正アクセス対策促進税制 
の創設 

 
 
 
 

国税（所得税、法人税） 
 対 象 者：個人事業者又は中小企業者 
 対象設備：ファイアウォール装置（180万円以上） 
 特例内容：20％の特別償却 
 適用期間：平成 12年 4月 1日から平成 14年 3月 31日 
地方税（固定資産税） 
 対 象 者：個人事業者又は法人 
 対象設備：①ファイアウォール装置②セキュリティ管理サーバー

装置、③アクセス監視センサー装置 
 特例内容：取得後 5年度分について課税標準 2/3 
 適用期間：平成 12年 4月 1日から平成 14年 3月 31日 

 
 
 
 
2 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
特定情報通信機器の即時償 
却制度の延長 

 
 
 

国税（所得税、法人税） 
 対 象 者：個人事業者又は法人 
 対象設備：１設備 100万円未満の次の 8設備 
      (ⅰ)電子計算機(ⅱ)デジタル複写機(ⅲ)ファクシミリ 
      (ⅳ)デジタル構内交換設備(ⅴ)デジタルボタン電話設 
      備(ⅵ)電子ファイリング設備(ⅶ)マイクロファイル設 
      備(ⅷ)ICカード利用設備 
 特例内容：事業の用に供した事業年度において、普通償却額と特 
      別償却額とを合わせて即時償却可能 
 適用期間：平成 12年 4月 1日から平成 13年 3月 31日 

 
 
 
 
 
3 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
中小企業投資促進税制の延長 

 
 
 
 
 
 

国税（所得税、法人税） 
 対 象 者：個人事業者又は中小企業者 
 対象設備：①1設備 230万円以上の機械装置及び器具 
      ②次の 9設備は、1設備 100万円以上又は 100万円以  
       上のまとめ買い 
      (ⅰ)電子計算機(ⅱ)デジタル複写機(ⅲ)ファクシミリ 
      (ⅳ)デジタル構内交換設備(ⅴ)デジタルボタン電話設 
      備(ⅵ)電子ファイリング設備(ⅶ)マイクロファイル設 
      備(ⅷ)ICカード利用設備(ⅸ)冷房用又は暖房用機器 
 特例内容：7％の税額控除又は 30％の特別償却を選択適用 
 適用期間：平成 12年 6月 1日から平成 13年 5月 31日 

 
 
 
 
4 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
中小企業新技術体化促進(メカ
トロ)税制の見直し・延長 

 
 
 
 

国税（所得税、法人税） 
 対 象 者：個人事業者又は中小企業者 
 対象設備：（新規）CTI装置 
      （継続）集線装置、デジタルボタン電話設備、デジタ 
          ルファクシミリ、船舶地球局設備 
 特例内容：1台又は 1基の取得価格が 160万円以上（リースは総 
      額 210万円以上）の電子機器設備の取得における所得 
      税または法人税について、7％の税額控除又は 30％の 

特別償却（リースの場合は、費用総額の 60％相当額に
ついて 7％の税額控除） 

 適用期間：平成 12年 4月 1日から平成 14年 3月 31日 
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5 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
そ の 他 
 
 
 
 
 
 

(1)新世代通信網促進税制 
 国税（法人税） 
  通信網制御措置、複合通信変換装置を除外 1年間延長 
 地方税（固定資産税） 
  中継系光ファイバケーブル課税標準 3/4→9/10複合通信用交換 
  機を除外 1年間延長 
(2)電気通信システム信頼性向上促進税制 
 地方税（固定資産税）シールド式とう道課税標準 2/3→3/4 
 1年間延長 
(3)移動電話事業者に関する事業に係る事業所税の特例措置 
 地方税（事業所税） 2年間延長 
(4)高度有線テレビジョン放送施設整備促進税制 
 国税（所得税、法人税）デジタル伝送装置償却率 10％→7％ 
 1年間延長 
(5)テレワーク促進税制 
 地方税（固定資産税）2年間延長 
(6)製品輸入促進税制 
 国税（法人税）税額控除率 5％→4％ 2年間延長 
(7)民活法関連税制 
 地方税（不動産所得税、固定資産税、特別土地保有税、事業所税） 
  衛星通信高度化基盤施設を除外 
  不動産取得税課税標準 1/2→2/3 
  固定資産税課税標準 1/2→2/3 
  事業所税課税標準（資産割）1/2 控除→1/3 控除（多極法関連除 
  く） 2年間延長 

（備考）郵政省「平成 12年度通信白書」より作成。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


